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農林中央金庫のTCFDシナリオ分析



■年々深刻化する農林水産業のサステナビリティ課題は、当金庫の事業基盤が抱える課題そのものと認識。これらの課題解決に向け、
経営計画上に具体的な施策を掲げ、本業を通じて取組みを行っています。

１ 農林水産業を取り巻くサステナビリティの課題
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■中期経営計画開始の2019年度よりサステナブル経営を開始。ステークホルダーの皆様とともに、取組みを進めています。

２ 農林中央金庫のサステナブル経営の歩み
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赤囲み部分は
本日説明する取組
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■2019年のTCFD賛同以降、検討を進め、気候変動に伴うリスクの与信ポートフォリオ・財務に及ぼす影響のシナリオ分析への取組に着
手。与信ポートフォリオを俯瞰したうえで、リスクの重要度評価を実施し、セクター・地域・時系列別のリスク評価をヒートマップ化して開示。

リスクが高い「電力」「石油・ガス・
石炭」のほか、食農バリューチェーン
を構築する「食品・農業」「飲料」
を選定してシナリオ分析を実施。

•リスクが高い「日本」における急性
リスクと慢性リスク分析を実施。

•急性リスクについては、近年大き
な被害が発生している洪水被害
の分析を実施。

•慢性リスクについては、農林水産
業を基盤とする当金庫にとって重
要な農業セクターへの影響分析
を実施。

2021年開示

2022年開示

３ 農林中央金庫のTCFD（「戦略」項目）への対応
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■より実態に即した分析とするため、国内貸出先のサプライチェーンを考慮し、分析対象物件を各業種毎の重要拠点と不動産担保物件
に絞り込んだうえで被害額を算定し、当金庫への影響額を算定。

IPCC RCP8.5（４℃シナリオ）を想定し分析を実施した結果、2050年にかけて累計で約50億円の与信コスト増加

４ 農林中央金庫のTCFD（物理的リスク）への対応（急性リスク）
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４ 農林中央金庫のTCFD（物理的リスク）への対応（急性リスク）
■気候変動に関する被害額の算定においては、実際の被害額査定を個別に行うことは困難であること、取引先企業の物件情報の詳細
まで把握することは困難なことから、国土交通省「治水経済調査マニュアル」を活用して、被害額を推計。

■分析手法の詳細については、以下のとおり。環境省「TCFD提言に沿った気候変動リスク・機会のシナリオ分析実践ガイド（銀行セク
ター向け）」を参照実施。

Step 3-1

概要 企業毎に抽出した重
要拠点の住所情報と
ハザードマップ情報を

突合

ハザードマップデータの
拠点毎のアウトプット

浸水深別損害割合を
定義

各拠点の営業停止
日数を把握し営業停
止日数分の売上額を

算定

各企業の売上損失
額・割合を算定

作業
内容

GIS地理情報システム
で最大浸水想定深を

検索

最大浸水想定深検索
結果を出力

「治水経済調査マニュ
アル」に基づく営業停止

日数等を活用

各拠点の営業停止日
数分の売上（損失）
額を把握（気候変動

補正実施）

各拠点の売上損失額
を企業単位で集計

＝各企業の売上
損失額

Step 3-2 Step 3-3 Step 3-4 Step 3-5



7

５ 農林中央金庫のTCFD（物理的リスク）への対応（慢性リスク）
■農業セクターのうち、分析対象品目は、従事する農業者数や生産量が多い、稲作、畜産（生乳・肉牛）とし、分析では気候変動に伴う気
温の上昇等が分析対象品目の生産量・価格に与える影響を推計したうえで、最終的に生産者の収入への影響を試算（～2100年）。

稲作 生乳 肉牛
生産量の影響

（4℃上昇）

ほぼ全国で稲作にとっての適温を超えるため、全国
生産量は▲6.4％の減少。

年間の中で季節による差異が大きく、冬場は大きな
影響は生じないが、夏場は暑熱環境が乳量に影
響を及ぼし▲4.0％減少し、全国の年間生産量は
▲1.1％の減少。

気温上昇により肥育に影響を受けたことで、和牛の
枝肉生産量が▲0.8％、国産牛の同生産量は
▲1.6％と、全国の同生産量は▲1.2％の減少。

生産量の影響

（２℃上昇）

東日本を中心に幅広い地域が稲作にとって適温と
なるため、全国生産量は+3.3％の増加。

冬から春の生産量は変わらず、どの地域も夏の生
産量は▲1.0％程度の減少。降水量の要因はほ
ぼなく、気温上昇により年間生産量は▲0.2％と僅
かに減少。

和牛は▲0.2％、国産牛は▲0.4％、全国生産
量は▲0.3％の小幅な減少。

価格の影響

（ 4℃および 2℃
上昇）

4℃上昇：コメの品質（一等米比率）は悪化す
るが、生産量減少による価格上昇により＋1.4％の
上昇。

2℃上昇：生産量増加による価格低下、および品
質の若干の悪化により▲1.6％の低下。

気温上昇により生乳生産量が減少することで、生
乳価格の上昇が見込まれ、4°C上昇では+0.9％、
2°C上昇では+0.2％の価格上昇が見込まれる。

需給要因と牛マルキン制度による交付金などにより、
4°C上昇では+0.6％の手取り価格上昇、2°C上
昇では+0.2％の手取り価格上昇が見込まれる。

収入の影響

（適応策なし）

4°C上昇：21世紀末までに20世紀末対比で、
生産量の減少と品質悪化により、稲作にかかる収
入は▲5.0％の減少となる可能性がある。

2°C上昇：稲作の栽培適地が増えるため、21世
紀末までに＋1.7％の収入増加が見込まれる。

生乳生産の収入は4°C上昇の場合でも、2°C上
昇の場合でも、21世紀末は20世紀末対比で最
大でそれぞれ▲0.1％の減少、±0.0％とほぼ横ば
いとの分析結果。これは、生産量減少の影響を価
格上昇で打ち消すためである。

4°C上昇の場合、21世紀末は20世紀末対比で
最大で▲0.6％、2°C上昇の場合は、▲0.2％収
入が減少するとの分析結果。和牛についてはいずれ
のシナリオでも小幅増の収入を確保できるが、国産
牛は生産量減少を主因に最大で▲1.4％の収入
減少の可能性がある。

収入の影響

（ 適 応 策 導 入
（※））

4°C上昇の場合、①高温耐性品種の導入、②稲
の移植日を１～２カ月移動という適応策の導入に
より、収入は全国で＋3.5％（未実施対比＋
8.5％）の増加。

生乳生産における適応策として「細霧装置の普及・
高度化」を想定して分析を実施。

適応策により気温上昇による影響は抑制され、収
入は横ばいを確保可能との分析結果。

生乳生産と同様に、適応策として「細霧装置の普
及・高度化」を想定して分析を実施。

生乳生産と同様に、適応策により収入は横ばいも
しくは小幅増を確保可能との分析結果。

（※）適応策にかかる費用算定は現時点では困難であり、含んでいない。収入から費用等を差し引いた所得段階では減少の可能性もある点に留意。

赤囲み部分は
本日説明する取組



■生産量の推計にあたっては、パネルデータ分析で地域固有の要因を考慮しながら気温等の生産量への影響を分析しました。
■21世紀末の気温・降水量（予測値）については、気象庁「地球温暖化予測情報第9巻」のモデル推計値を基に将来予測値を算出。

｜通常の回帰分析とパネルデータ分析の比較（イメージ）

固定効果
||

Y切片の違い

都道府県別に回帰

全都道府県を
一括して回帰

固定効果を調整した上で
全都道府県を一括して回帰

気温上昇による
生産量の変化

（注）1980～2020年の46都
道府県（沖縄県を除
く）のデータ。

５ 農林中央金庫のTCFD（物理的リスク）への対応（慢性リスク）
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通常の回帰分析 ：✕ パネルデータ分析（固定効果モデル）：○

生産量 価格 適応策

｜「地球温暖化予測情報第9巻」を活用した主な理由

 RCP2.6（2℃シナリオ）とRCP8.5（4℃シナリオ）に基づく予測値が収録されており、物理的リスクの採用シナリオと一致している。

 21世紀末（2076年9月～2096年8月）の各年月の気温と降水量のモデル予測値が収録されており、月ごとの気温上昇等の変化を考慮し
たシミュレーションが可能。

 5km間隔の格子点における予測値が収録されており、当モデルの推定に使用した観測地点に最も近い格子点の予測値を活用することで、精
度の高い分析が可能。

十分にサンプル数が確保できない、回帰係数にバイアスが生じる 多くのサンプルを用い、地域固有の要因（「固定効果」）をコントロール



■作付面積、気象変数、政策効果といった変動要因から生産量を求めるモデル式を構築。主要作付品種の違い等から各変数が生産
量に与える影響に地域差があるため、都道府県毎の上位作付品種により区分し、地域毎に異なるモデルとして、推計を実施。

｜推定されたモデルにおける気温と生産量の関係（イメージ）

 全国品種地域でも、北日本品種地域でも、高温耐性品種を導入している都道府県の方が、生産量が最大となる気温がやや高くなっており、
実際に高温耐性品種が未導入の都道府県よりも耐性が高まっている可能性を示唆。

 全国品種地域と比較して、北日本品種地域は放物線の傾きが急（＝高温に対する感応度が大きい）である傾向。

（注）グラフ中の数値は生産量が最大となる気温。
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５ 農林中央金庫のTCFD（物理的リスク）への対応（慢性リスク）

全国品種地域 北日本品種地域

生産量 価格 適応策
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■価格の推計については、①需給要因と②品質要因に大別して、分析を実施しました。

｜需給要因の分析（イメージ）

 需給要因による価格の変化
は、生産量に対する弾力性
を推定することで、分析実施。

 コメの需要は、消費者の嗜
好等により変化することが想
定されますが、気候変動と直
接的には相関が乏しく、定量
的に予測することは困難であ
ることから、不変との前提を
置きました。

｜品質要因の分析（イメージ）

 一等米（※）比率に着目し、
パネルデータを用いて、普通品
種地域と高温耐性品種地域
で分けてモデルを構築し、分
析実施。

 一等米比率が低下する気温
の閾値は、前頁の生産量に
負の影響が出る閾値よりも低
く、気温上昇の負の影響は、
生産量よりも品質面において
早めに顕在化しやすいことを
示唆。

（※）農産物検査で付与される米の品質
にかかる等級。粒が揃っており、白化
した米が少ないほど良い等級となる。

普通品種地域
高温耐性品種地域

５ 農林中央金庫のTCFD（物理的リスク）への対応（慢性リスク）

気温と一等米比率の関係

生産量 価格 適応策

需要曲線と供給曲線の考え方

供給曲線

需要曲線（不変）

価格の変化率 ①需給要因
（生産量の変化による価格の変化）

②品質要因
（一等米比率の変化による価格の変化）



５ 農林中央金庫のTCFD（物理的リスク）への対応（慢性リスク）
■適応策の導入については、全国一律で、①高温耐性品種の導入と②移植（田植え）日移動の双方を実施するという前提を置いて、
分析を実施しました。

｜移植日移動の分析（イメージ）

 21世紀末時点における移植日（出穂日）を前後1～2か月の範囲で変更し、シミュレーション。

 各移植日に対応する気温・降水量を基に生産量の変化率を推計し、生産量の増加率が最大（減少率が最小）となる移植日を特定。

移植日の想定

2カ月前倒し

1か月前倒し

現状維持

1か月後倒し

２か月後倒し

Case 1

20世紀末 21世紀末 生産量

モデル

X－２ 月

X－１ 月

X 月

X＋１ 月

X＋２ 月

▲10％

＋20％

▲5％

＋10％

▲30％

X 月

Case 2

Case 3

参照する気象データ

全都道府県について同様の計算を実施

Case 4

Case 5

生産量 価格 適応策
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６ サステナブル・ファイナンスでの活用
■シナリオ分析を通じて得られた知見、分析結果は「サステナブル・ファイナンス」で活用しています。「サステナブル・ファイナンス」は「ビジネス
機会獲得」と「リスク管理」に大別されます。

■従来の財務リスクに基づく与信判断に、環境・社会リスクを統合した「ESGインテグレーションの枠組み」も導入しています。

シナリオ分析で得られた気候変動のリスクと機会に対する知見、分析結果



(2) SDGsに取り組む視点
④地球的共通課題（環境問題等）への対応の視点
から

気候変動に代表される地球環境問題は、農業におけ
る生産力の減退や大規模自然災害等による直接的な
被害の重大化だけでなく、信用・共済事業などの金融
関連事業においても大きな影響が想定される。
このため、組合員の生産基盤や地域社会を持続可能
にする観点から、農業が環境に及ぼす影響を認識したう
えで、農業に係る環境負荷の軽減に取り組み、その「緩
和と適応」に留意した取り組みを検討する。また、将来
的なリスクだけでなく、既に毎年のように発生している災
害への対応として、気候変動等への適応として減災・防
災の取り組みを進める。
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７ 多様なステークホルダーとの建設的な対話（エンゲージメント）
■「ステークホルダーエンゲージメント」でシナリオ分析は対話の促進に活用可能と認識。お客様の気候変動対応の支援につなげていきます。

機関投資家としての
エンゲージメント

系統との意見交換
等を通じて

ネットワークをひろげる

リレーションに基づいた
エンゲージメント

系統が一丸となった
サステナブル経営の実践

農林中央金庫（含 グループ会社）内エンゲージメント

機関投資家としての
エンゲージメント強化

食農ビジネスのお客様へのリレーションに基づいたエンゲージメント

お客様

影響把握 共通認識 対応検討 支援提供

シナリオ分析を活用した深度ある対話

｜JAグループSDGs取組方針（抜粋）

 JAバンクとしての取組みについて、都道府
県段階のJA信農連と気候変動対応およ
び開示の在り方について意見交換を実施。

 2022年、他の機関投資家と協働して
気候変動問題の解決を促す国際的な
イニシアティブである「気候変動に関する
アジア投資家グループ（AIGCC）」お
よび「Climate Action 100+
（CA100+）」に加盟。

 農林中央金庫単独での活動に加えて、
上記２つのイニシアティブを通じ、他の
機関投資家と協働したエンゲージメント
等に取り組むことで、投融資先等の行
動変容を一層促進します。

 シナリオ分析を担当するリスク管理部署やサステナブル推進部
署のみの限定的な知見蓄積に留まらないよう、全社的な連
携を推進し、各事業本部やグループ会社との意見交換や勉
強会を継続的に実施。
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Appendix



• 金融機関の気候変動リスクシナリオ分析における手法等は、移行リスクにおいては、NGFS、UNEP-FI、
PACTA等にグローバルに収斂しつつある状況と認識。

• 他方で、物理的リスクについては、地理的条件等により、マテリアリティの高いリスクも地域毎に区々であること
等から、各地域で入手可能なデータ等を組み合わせるなど、各社工夫しながら、より精度の高い分析を目指
して取り組みが進んでいる状況と認識。

• かかる環境認識のもと、関係省庁から物理的リスクに活用可能な様々なデータ、シナリオ、分析手法等を整
備していただいていると認識。

• 今後の更なるデータ利活用については、慢性リスクの標準的な分析手法等を、今後示していただけるとリス
ク評価の比較可能性を高め、当該開示金融機関および投資家双方にとって、有用と考えられます。
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データ整備等にかかる要望事項と今後の課題

戦略

（シナリオ分析）

指標・目標

（ファイナンスド
エミッション等）

• 金融機関のGHG計測におけるScope3Category15（ファイナンスドエミッション）については、TCFD附属
書改訂版の記載からも、重要な開示項目の一つと認識。

• 現在、PCAFにおいて、アセットクラス毎の計測手法等が徐々に拡大し、ポートフォリオに占める計測可能なア
セットクラスの割合が高まってきていると認識。

• 他方で、地域金融機関等においてもTCFD提言に沿った開示が拡大するなか、開示情報が得られない投融
資先等の計測については、投融資先の業種毎の売上高あたりの排出原単位データ等を活用して推計するこ
とが考えられるが、データプロバイダーのデータ等においてもバラツキを有しており、比較可能性の観点から課題
を有すると認識。例えば「日銀業種分類」や「JSIC（日本標準産業分類）」等の金融機関が一般的に管
理している業種区分毎の排出原単位データ等を開示していただけると、有用と考えられます。

• 炭素関連資産等の開示においても、TCFD提言では、「GICS（世界産業分類基準）」ベースでの開示
が推奨されているが、地域金融機関等では、「GICS（世界産業分類基準）」での顧客管理は一般的で
は無いと考えられるので、「日銀業種分類」や「JSIC（日本標準産業分類）」等との読替表、または対応
の考え方等をお示しいただけると有用と考えられます。
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